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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期

第３四半期
累計期間

会計期間
自2021年２月１日
至2021年10月31日

売上高 (千円) 1,875,253

経常利益 (千円) 29,198

四半期純利益 (千円) 20,060

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) －

資本金 (千円) 170,000

発行済株式総数 (株) 1,546,000

純資産額 (千円) 545,809

総資産額 (千円) 1,772,609

１株当たり四半期純利益 (円) 12.98

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

(円) －

１株当たり配当額 (円) －

自己資本比率 (％) 30.8

　

回次
第12期

第３四半期会計期間

会計期間
自2021年８月１日
至2021年10月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 29.08

(注)１．当社は四半期財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指針等の推移について

は記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．当社は、2021年12月24日開催の臨時取締役会の決議により、2022年１月12日付で普通株式１株につき500株の

割合で株式分割を行っております。期首に当該株式分割が行われたと仮定して発行済株式総数、１株当たり

四半期純利益（累計期間及び会計期間）を算定しております。

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営

者が会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生はありません。又、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変動はありません。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響については、作成済み社内マニュアルで対応しております。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　① 経営成績の状況

　当第３四半期累計期間における我が国経済は、新型コロナウィルス感染症の影響により昨年来落ち込んでいる

社会経済活動レベルを引き上げるべく各種政策が講じられているものの、原油高や半導体の供給不足なども重い

足かせとなり、度重なる行動制限によって低迷した景気の回復はなかなか進んでおりません。また、海外では再

び感染拡大の兆候も見られ、今後ワクチン接種の更なる促進によって景気の持ち直しが期待されますが、依然と

して先行き不透明な状況にあります。

　このような中、当社のトランクルーム運営に関しましては、個人消費の落ち込みに伴い一時期解約の増加傾向

が見られたものの、新型コロナウィルス感染症の影響により在宅勤務が増えたことで自宅の整理整頓に活用する

ため新たにトランクルームを利用するニーズが生まれるとともに、新規店舗のオープンも功を奏したことから業

績は順調に推移しております。また、昨年は一時期中断していた売却用トランクルーム物件の開発も積極的に進

め、第４四半期に予定していた白金高輪、中野沼袋案件の売却が当第３四半期に前倒しとなったこともあり、売

上高は前年同期比、予算比ともに大きく増加し、収益も改善いたしました。なお、白銀高輪案件は、2021年2月に

上物付き土地として購入し旧建物を解体後、土地としての引き合いがあったこと及び開発スケジュールの関係か

ら2021年8月土地のまま売却致しました。

　当社の事業はトランクルームの運営の利益に加え、トランクルームの開発利益にも大きく依存しております。

不動産金融環境としては、依然として緩和的な状況が継続しており、開発資金調達においても金融機関からの融

資を受けやすい状況にあります。完成後の不動産を売却する不動産市場についても、東京エリアにおける期待利

回りは全体として低い状況が継続しておりますが、新型コロナウイルス感染症の影響を直接的に受けやすいホテ

ルや商業においては上昇傾向が見られます。結果として新型コロナウイルス感染症の影響を受けにくかったトラ

ンクルーム案件への投資期待は相対的に高まっております。かかる環境下、当社としては引き続き都心型の新規

開発案件に取り組み、開発利益の確保と運営するトランクルーム数の増加による収益基盤強化を目指してまいり

ます。

　以上の結果、当第３四半期累計期間の売上高は1,875,253千円（前年同期比280.2％）、営業利益は24,400千円

（前年同期は営業損失59,867千円）、経常利益は29,198千円（前年同期は経常損失55,999千円）となりました。

親会社株主に帰属する四半期純損失は、20,943千円となりました。

② 財政状態の状況

　流動資産は、前事業年度末に比べて63.1％増加し、1,459,322千円となりました。これは、現金及び預金が

745,753千円と前事業年度末に比べて105.4％増加、販売用不動産が646,197千円と前事業年度末に比べて31.8％増

加したことによるものです。固定資産は、減価償却累計額が543,341千円と前事業年度末に比べて18,886千円増加

したこともあり198,102千円と前事業年度末に比べて8.2％減少しております。この結果、資産合計は前事業年度

末に比べて46.5％増加し、1,772,609千円となりました。

　流動負債は、前事業年度末に比べて64.8％増加し、760,404千円となりました。これは、短期借入金が前事業年

度末から248,994千円増加したことなどによるものです。固定負債は、前事業年度末に比べて109.5％増加し

466,394千円となりました。これは、長期借入金が前事業年度末から365,212千円増加したことなどによるもので
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す。この結果、負債合計は前事業年度末に比べて79.3％増加し、1,226,799千円となりました。

　純資産合計は、前事業年度末に比べて3.8％増加し、545,809千円となりました。これは、繰延利益剰余金が、

258,369千円と前事業年度末に比べて8.4％増加したことなどによるものです。

③ セグメントごとの経営成績

　当社の事業セグメントはトランクルーム事業のみの単一セグメントであります。

(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありま

せん。

(3) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000

計 10,000

（注）2021年１月24日開催の臨時取締役会の決議により、2022年１月12日付で株式分割に伴う定数変更が行われ発行可

能株式数は5,990,000株増加し、6,000,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年10月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年１月17日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,092 1,546,000 非上場 単元株式数は100株

計 3,092 1,546,000 ― ―

（注）１．2021年12月24日開催の臨時取締役会の決議により、2022年１月12日付で普通株式１株につき500株の株式分割

を行っております。

　 ２．2022年１月７日開催の臨時株主総会の決議により、2022年１月12日付で１単元を100株とする単元株制度を採

用しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　2021年８月１日～
　2021年10月31日

－ 3,092 － 170,000 － 117,440

（注）2021年12月24日開催の臨時取締役会の決議により、2022年１月12日付で普通株式１株につき500株の株式分割を

行っております。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2021年10月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,092 3,092 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 3,092 ― ―

総株主の議決権 ― 3,092

（注）2021年12月24日開催の臨時取締役会の決議により、2022年１月12日付で普通株式１株につき500株の株式分割を行

っておりますが、発行済株式は2021年10月末日における内容を記載しております。

② 【自己株式等】

　 該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

前事業年度の定時株主総会終了後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1)新任役員

役職名 氏名 生年月日 略 歴 任期

所有

株式
数

就任年月日

取締役 水村健次 1955年８月６日

1983年９月
1986年３月
1988年３月
2007年12月
2020年１月
2020年８月

2021年６月

日本抵抗器販売株式会社入社
株式会社エスコム入社
株式会社パルコ入社
鴻池運輸株式会社入社
当社顧問
コウノイケ・コーポレートサービス株

式会社入社

当社取締役管理部長就任（現
任）

注3 － 2021年６月16日

監査役 井上真一郎 1975年３月27日

2001年11月
2002年10月
2002年10月
2012年５月
2014年12月

2019年６月

2019年６月

2021年６月

司法試験合格
弁護士登録（大阪弁護士会）
弁護士法人三宅法律事務所入所
同法人パートナー就任（現職）
弁護士登録換え（第一東京弁護
士会）
クラシス株式会社社外監査役
（現任）
ニッセイ・ウェルス生命保険株
式会社社外監査役（現任）
当社監査役就任

注4 － 2021年６月16日

（注）１．監査役井上真一郎は、会社法施行規則第2条第3項第8号に定める社外監査役であります。

２．取締役水村健次は、会社法施行規則第2条第3項第7号に定める社外取締役であります。

３．取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに係る定時株主総会終結の時まで

であります。

４．監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに係る定時株主総会終結の時まで
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であります。

　(2)退任役員

役職名 氏名 退任年月日

監 査 役 小嶋一美 2021年６月16日

　(3)異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　 男性７名 女性０名 （役員のうち女性の比率０％）
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第３四半期会計期間(2021年８月１日から2021年10月31日まで)及び第３四半期累計期間(2021

年２月１日から2021年10月31日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責任大有監査法人による四半期レビューを

受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期会計期間
(2021年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 745,753

売掛金 1,208

商品 2,933

販売用不動産 646,197

その他 63,228

貸倒引当金 △0

流動資産合計 1,459,322

固定資産

有形固定資産 198,102

無形固定資産 10,437

投資その他の資産 104,746

固定資産合計 313,287

資産合計 1,772,609
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(単位：千円)

当第３四半期会計期間
(2021年10月31日)

負債の部

流動負債

　 買掛金 2,090

短期借入金 648,294

1年内返済予定の長期借入金 56,860

未払法人税等 15,369

賞与引当金 3,209

その他 34,581

流動負債合計 760,404

固定負債

長期借入金 365,212

繰延税金負債 31,354

退職給付引当金 5,600

資産除去債務 62,499

その他 1,728

固定負債合計 466,394

負債合計 1,226,799

純資産の部

株主資本

資本金 170,000

資本剰余金 117,440

利益剰余金 258,369

株主資本合計 545,809

純資産合計 545,809

負債純資産合計 1,772,609

　



― 10 ―

(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期累計期間
(自2021年２月１日
至2021年10月31日)

売上高 1,875,253

売上原価 1,644,898

売上総利益 230,354

販売費及び一般管理費 205,953

営業利益 24,400

営業外収益

受取利息 4

太陽光売電収入 24,638

その他 1,621

営業外収益合計 26,264

営業外費用

支払利息 2,691

太陽光売電原価 18,049

　 その他 726

営業外費用合計 21,467

経常利益 29,198

税引前四半期純利益 29,198

法人税、住民税及び事業税 12,751

法人税等調整額 △3,613

法人税等合計 9,137

四半期純利益 20,060
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【注記事項】

(追加情報)

会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響について

　新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症の今後の

広がり方や収束時期等を含む仮定について重要な変更はありません。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

当第３四半期累計期間
(自2021年２月１日
至2021年10月31日)

減価償却費 7,054千円

(株主資本等関係)

当第３四半期累計期間(自2021年２月１日 至2021年10月31日)

１ 配当金支払額

　 該当事項はありません。

２ 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

　



― 12 ―

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業セグメントは、トランクルーム事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第３四半期累計期間
(自2021年２月１日
至2021年10月31日)

１株当たり四半期純利益 12円98銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 20,060

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 20,060

普通株式の期中平均株式数(株) 1,546,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

－

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

　 ２．当社は、2021年12月24日開催の臨時取締役会の決議により、2022年１月12日付で普通株式１株につき500株の

割合で株式分割を行っております。期首に当該株式分割が行われたと仮定して普通株式の期中平均株式数

（株）、１株当たり四半期純利益を算定しております。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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